
１　はじめに

　２０１７年３月に新たに告示された小学校と中学校の学習指導要領においては，「特別な配
慮を必要とする児童・生徒」への指導に関する記述が「第１章　総則」に，より具体的に
盛り込まれると共に，その対象として従来から挙げられていた「障害のある児童・生徒」
や「海外から帰国した児童・生徒」だけでなく，「不登校児童・生徒」が新たに付け加え
られた。この内，障害のある児童・生徒については，特別支援学級や通級による指導にお
いて，特別支援学校での自立活動を取り入れ，あるいは参考にしつつ指導を行うよう定め
られている。こうした変化に加え，学校教育法施行規則の一部改正により，平成３０年度か
ら高等学校でも「通級による指導」が，新たに制度化され実施されることとなった。この
ように現在，我が国の特別支援教育は，特に小学校や中学校，高等学校に在籍する児童生
徒への指導に関して新たな変革の時期にあると言える。こうした現況において，これまで
の小学校や中学校の通級による指導や特別支援学級の現状を把握することは，今後の課題
を整理し改善する上で重要であろう。文部科学省は，定期的に我が国における特別支援教
育についての全国調査を行い，その結果を「特別支援教育に関する調査の結果」や「特別
支援教育資料」として，ホームページに公表している。これらの調査は，都道府県別に結
果が示されている場合が多く，我が国における特別支援教育の現状を比較的細かく捉える
ことが可能であるように思われる。本稿は，こうした分析のまず第１段階として，この文
部科学省による資料に基づき，筆者らの所属大学が所在する茨城県の小学校や中学校にお
ける「通級による指導」と「特別支援学級」の現状と課題を明らかにすることを目的とす
るものである。

２　文部科学省による調査の基礎的事柄

　茨城県の現状分析に移る前に，本稿で主に用いるデータの基礎的事柄について，まず述
べておく。本稿で分析するのは，文部科学省のホームページ上の「特別支援教育について」
の「資料」における「データ」欄から得られた一連のPDFデータである。より具体的には，
「特別支援教育資料関連」から「特別支援教育資料（平成２８年度）」の第１部から第３部の
データを取得した。更に，「特別支援教育に関する調査の結果関連」の「特別支援教育に
関する調査結果について（平成２９年度）」から，「平成２９年度通級による指導実施状況調査
結果について（別紙２）」を取得した。また，「特別支援教育に関する調査結果について
（平成２８年度）」から，「平成２８年度通級による指導実施状況調査結果について（別紙２）」
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も取得した。これらのデータは全て２０１８年６月４日に取得した。
　まず「平成２９年度通級による指導実施状況調査結果について」を見ると，このデータは
公立の小学校，中学校，義務教育学校及び中等教育学校の前期課程を対象として実施され
ており，調査項目としては通級による指導を受けている児童生徒数に加え，指導時間や通
級形態，設置学校数や担当教員数などが挙げられる。この調査結果でまず注目すべきは，
平成２９年度に通級による指導を受けている児童生徒数が昨年度より１０．８％増加しているこ
とである。通級による指導を受けている児童生徒は，平成５年度の制度開始時点では
１２，２５９名（小学校１１，９６３名，中学校２９６名）であったが，それ以降にいずれの学校でも対
象者は増加し続け，平成２９年度では１０８，９４６名（小学校９６，９９６名，　中学校１１，９５０名）となっ
ている。なお，平成２９年度の小学校においては，言語障害として指導を受けている児童が
最も多く（３７，１３４名），続いて自閉症（１６，７３７名）や情緒障害（１２，３０８名），学習障害（１３，３５１
名），注意欠陥多動性障害（１５，４２０名）として指導を受けている児童が，概ね同程度存在
している。一方，中学校において言語障害として指導を受けている生徒は比較的少なく
（４２７名），学習障害として指導を受けている者が最も多く（３，１９４名），続いて自閉症（２，８３０
名）や情緒障害（２，２８４名），注意欠陥多動性障害（２，７１５名）として指導を受けている生
徒が概ね同程度存在している。指導時間を見ると，小学校と中学校のいずれにおいても週
１単位時間である者が最も多く，その次に週２単位時間である者が多くなっている。
　続いて「特別支援教育資料（平成２８年度）」における特別支援学級についての記載（国・
公・私立計）を見ると，特別支援学級に関しても，その在籍児童生徒数は小学校（１５２５８０
人）と中学校（６５，２５９人）のいずれにおいても昨年度より増加している。特別支援学級の
在籍児童生徒数は，平成初期にやや減少に転じた時期も認められるが，平成７年以降は一
貫して上昇傾向にある。なお，平成２８年度の小学校においては，自閉症・情緒障害として
指導を受けている児童が最も多く（７２，０３２名），続いて知的障害（７１，８３１人）の児童が多
い。これらの障害に比して，肢体不自由（３，３０２人）や病弱・身体虚弱（２，２６５人），言語
障害（１，５５４人），難聴（１，１５５人）や弱視（４４１人）などの児童は少ない。これと同様の傾
向は，平成２８年度の中学校においても認められ，知的障害（３４，５３４人）や自閉症・情緒障
害（２７，９３９人）として指導を受けている生徒が，その大半を占めている。最後に，平成２８
年度において義務教育段階で特別支援学級に在籍している者は，義務教育段階の児童生徒
総数（９，９８０，７６９人）の２．２％であり，通級による指導を受けている者は１．０％（９８，３１１人）
であることが，この資料では報告されている

３　茨城県の現状と課題

１）「通級による指導」について
　表１は，平成２８年度及び平成２９年度の資料に基づく茨城県で「通級による指導」を受け
ている児童生徒数を示したものである。なお，いずれの報告も各年度の５月１日時点の結
果を示したものである。
　平成２９年度５月１日の時点において，茨城県で「通級による指導」を受けている小学校
の児童は９６９名，中学校の生徒は５８名である。その内訳を見ると，平成２９年度において小学
校では言語障害や情緒障害として指導を受けている児童が最も多く，中学校では情緒障害
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として指導を受けている生徒が最も多くなっている。
　こうした茨城県の通級による指導を受けている児童生徒数は，小学校に関しては全都道
府県の中でも１７番目に少ない数であり，中学校に関しては１１番目に少ない数である。平成
２９年度における通級による指導を受けている児童は全国の都道府県の内，最も多い所では
１６，２６３名（東京都）である一方，最も少ない所では１４４名（高知県）となっている。また，
中学校の生徒に関しては最も多い所では２，４６５名（東京都）である一方，最も少ない所で
は３９名（高知県）となっている。こうした児童生徒の人数については，各都道府県におけ
る義務教育段階の児童生徒の総数などの違いを当然考慮する必要があるが，都道府県に
よって通級による指導を受けている児童生徒の人数が大きく異なることは明らかである。
　さて表１を見ると，平成２８年度に茨城県の中学校で通級による指導を受けている生徒が
５名のみであることは注目に値する。この人数は，平成２８年度においては香川県と共に全
国で最も少ないものである。これらの生徒は難聴として指導を受けており，茨城県におい
て難聴の通級指導教室は特別支援学校にのみ設置されていることを踏まえると（茨城県教
育庁特別支援教育課，http://www.edu.pref.ibaraki.jp/board/gakkou/tokubetsushien/ 
syurui/nantsu.html），平成２８年度当初に中学校で通級による指導を受けていた生徒は存
在していなかったと言える。これは小学校において，少なからず通級による指導を受けて
いる児童がいることを踏まえると，看過することができない事態である。小学校で通級に
よる指導を受けていた児童が，その状態の改善や進路によって中学校でも継続して通級に
よる指導を受けるとは限らないが，中学校でも引き続き通級による指導を必要とする者は
一定数生じるものと考える方が自然であろう。中学校でも小学校から引き続き通級による
指導を受けている者の数について，今回入手した資料には記載がなかったため，通級によ
る指導を受けている生徒数を小学校で指導を受けている児童数で除することから，極めて
簡潔な近似であるが，この実態の把握を試みた。平成２９年度のデータに基づき，この指標
をまず都道府県ごとに算出したところ，その平均は０．１２５（標準偏差０．０８３）であった。この
値が最も高いのは島根県（０．４２５）であり，最も低いのは山形県（０．０２１）であった。茨城
県の値は０．０６であり，これは全都道府県の中でも９番目に低い値である。平成２８年度の
データについても同様の分析を行ったところ，その平均は０．１１６（標準偏差０．０８４）であっ
た。この年度における茨城県の値は０．００６であり，これは全都道府県の中で最も低いもので
あった。
　これらの分析から，茨城県において小学校で通級による指導を受けていた者は，他の都
道府県と比して中学校では指導を受けていない場合が多いことが示唆される。こうした者
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表１　「通級による指導」を受けている茨城県の児童生徒数

計病 弱 ・
身体虚弱

肢　体
不自由

注 意 欠 陥
多動性障害

学 習
障 害難 聴弱 視情 緒

障 害自閉症言 語
障 害

９６９００６０１７６２８１０３１８１２３６５小学校平　成
２９年度 ５８００２１７７０２９３０中学校

８８１００８３１５７２６１０２０９３３３６３小学校平　成
２８年度 ５００００５００００中学校



達が仮に中学校でも小学校から引き続き指導や支援を必要としているならば，どのような
対応が現在取られているのか，その実態を小学校からの引き継ぎの有無なども含め把握す
る必要がある。平成２８年度から平成２９年度にかけて，茨城県で通級による指導を受けてい
る生徒が増加しているのは，平成２９年度から言語障害や情緒障害の通級指導教室が中学校
に新たに設置されたことに主によるものと考えられる（茨城新聞クロスアイ，２０１８年２月
１７日，「特別支援教育　県教員，人材確保急ぐ」．http://ibarakinews.jp/news/newsdetail. 
php?f_jun=15187830771067）。新たに中学校に通級指導教室が設置された年度の当初か
ら，そこで指導を受けている生徒が少なからず生じていることは，こうした制度のニーズ
が高いものであったことを示唆しており，茨城県の中学校における通級指導制度は更なる
拡充を求められていると言える。また，先に算出した人数比についての分析は，我が国全
体で見ても小学校から引き続き中学校でも通級による指導を受けている者が多くはないこ
とを示唆している（中学校１～３年における人数を小学校１～６年における人数で除して
いるので，その値が１近傍にないことは当然であるが，それでも平均が０．１程度であるのは
小さな値であるように思われる）。先にも述べたように，平成３０年度から高等学校でも通
級による指導が開始されている。こうした高等学校における指導を拡充させることは当然
のことながら，その前段階である中学校における指導に関しても更なる充実が求められて
いると言える。

２）「特別支援学級」について
　平成２８年度において，茨城県で「特別支援学級」に在籍している小学校の児童は５，４８０名，
中学校の生徒は２，４２０名である。その内訳を見ると，平成２８年度において小学校では自閉
症・情緒障害（２，８８５名）か知的障害（２，０９１名）として指導を受けている児童がほとんど
であり，これは中学校でも同様である（自閉症・情緒障害：１，２６３名，知的障害：１，１３５名）。
通級による指導と同様に，小学校で特別支援学級に在籍していた児童が中学校でも引き続
き在籍しているのか近似的に検討するため，中学校における在籍人数を小学校における人
数で除したものを再び求めた。その結果，その全国平均は０．４３８（標準偏差０．０７１）であっ
た。茨城県の値は，ほぼ平均に近い０．４４２であった。また，茨城県の自閉症・情緒障害の
特別支援学級について同様の指標を求めたところ，その値は０．４３８となり，知的障害の特別
支援学級については０．５４２という値が得られた。特別支援学級に在籍している児童が各学
年に均等に存在していると仮定した場合，小学校４～６年の児童が全て中学校でも特別支
援学級に在籍することが多いならば，特別支援学級に在籍している児童の半数と，中学校
で特別支援学級に在籍している生徒数の比は１近傍になることが予想される。実際に，茨
城県の自閉症・情緒障害の特別支援学級と知的障害の特別支援学級に関して，こうした指
標を求めたところ比較的１に近い値が得られた（自閉症・情緒障害：０．８８，知的障害：
１．０９）。このように，茨城県で自閉症・情緒障害や知的障害の特別支援学級に在籍している
生徒の多くは，小学校から引き続き特別支援学級に在籍している者達ではないかと予想さ
れる。この結果は更に，先に見た小学校で自閉症・情緒障害として通級による指導を受け
ていた児童が，中学校で自閉症・情緒障害の特別支援学級に新たに在籍する場合が少ない
ことを同時に示唆しているようにも思われる。
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４　おわりに

　以上，本稿では文部科学省による調査結果に関して，特に児童生徒数に注目した分析を
行うことにより，茨城県における「通級による指導」と「特別支援学級」の現状分析を試
みた。公表されているデータの性質から間接的な推論に頼らざるを得ないが，茨城県で通
級による指導を受けていた児童が，中学校では通級による指導を受けることなく通常学級
に在籍している場合が多いことは明らかであり，こうした生徒達の中学校での実態を把握
する必要がある。また，平成２９年度から茨城県の中学校における通級指導教室の数は増加
しつつあるとは言え，そこで指導を受けている生徒の数は近隣の県と比較すると未だ少な
い（今回分析した資料によると，平成２９年度に福島県で通級による指導を受けている生徒
は１１０名であり，栃木県では１９４名である）。中学校での通級による指導を，今後更に拡充す
るための課題についても把握し，その解決方策を検討していく必要がある。
　一方，特別支援学級については，多くの者が小学校から引き続き中学校でも特別支援学
級に在籍している可能性が示唆された。これらの者達の小学校から中学校における個別の
指導計画や支援計画の引き継ぎの実際や，中学校を卒業後の進路などについて今後検討を
行うことにより，茨城県における特別支援学級の現状と課題をより仔細に把握していく必
要がある。
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文部科学省初等中等教育局特別支援教育課　（２０１８）．平成２９年度通級による指導実施状況調査結果に
ついて（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/__icsFiles/afieldfile/2018/05/14/

 1402845_03.pdf，２０１８年６月４日最終アクセス）
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課　（２０１７）．平成２８年度通級による指導実施状況調査結果に
ついて（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/__icsFiles/afieldfile/

 2017/04/07/1383567_03.pdf，２０１８年６月４日最終アクセス）
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Classes and resource rooms for students with disabilities
in Ibaraki: a note

Shogo Hirata, Hisao Shiiki

Abstract
 This brief article reviewed several topics related to features of classes and resource rooms for 
students with disabilities in Ibaraki prefecture. Results of Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology (MEXT) surveys assessing special needs education were 
analyzed. They reveal that students using resource rooms have increased in recent years in 
Japan. Nevertheless, few resource rooms exist in junior high schools of Ibaraki. The quantity and 
quality of special needs education of Ibaraki must be investigated. Especially, the present state of 
students with several development disabilities such as emotional disturbance, autism spectrum 
disorders, and specific learning disorders in junior high school must be specifically examined.
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